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地震時の消防力に関するシステム的研究

1｡ はじめに

大規模地震が発生した場合，特に市街地に

おいては多くの火災が発生し，大きな被害を

受けることが懸念される。消防機関は，この

ような地震火災に対して，保有している消防

力を効率よく運用し，被害を最小限に食い止

めなければならない。そのためには，現有の

消防力が予想される地震火災にどの程度対処

できるものかを事前に把握し，不足すると思

われる場合には，消防力の増強，出火防止，

街の不燃化などの対策をたてておくことが重

要である。ここでは，地震火災を想定したと

きの現有消防力の評価に対するシステムエ学

的なアプローチについて述べる。

2｡ モデル化の考え方

そのためには，まず，出火，延焼，消防活

動とその効米といった実際の現象や活動を，

コンピュータで処理できる形に単純化，抽象

化する必要がある。これをモデル化と呼び，

システムのアウトプットの信頼性を左右する

重要な作業である。

2.1　出　火

大地震が発生した後，短時問の問に多くの

火災が発生することが予想され，それに対処

するためには，火災の発生時刻と発生場所が
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問題になる。発生時刻については，発災時の

消防戦術の決定の際に重要になってくる。現

時点で発生あるいは覚知している火災に全消

防力を投入してしまうと，その後さらに危険

な場所で発生した火災に対応できなくなる恐

れがあるためである。モデル化にあたって，

これは非常に難しい問題である。しかし，今

考えているのは消防力の過不足を評価するシ

ステムであり，消防戦術の意思決定システム

ではない。したがって，出火時刻の問題は考

慮せずに，地震の発生と同時に多数の火災が

発生すると考え，出火場所だけをモデル化し

た。

火災がどこに発生するかは確率的な事象で

ある。すなわちサイコロを振って決めるよう

なものである。ただし，場所によって火災の

発生し易いところとしにくいところがある。

発生し易いところだけに発生するものではな

く，発生しにくいところにも発生する可能性

がある。そこで，対象地域全体で予想される

出火件数と地区（町丁目程度）別の出火危険

度を定め，乱数によりどの地区に発生するか

を決めることにした。確率モデルであるため，

多く（数百～千通り）の同時多発火災を発生

させ，それぞれについて消防力の運用効果を

算定し,平均的な結果を検討することになる。
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これにより，地域の出火特性を考慮した消防

力の評価が可能になる。

2.2　延　焼

個々の火災は，地区の中心に発生し，地区

の中を風下，風横，風上の各方向に，浜田の

実験式に基づ く速度で延焼していくと考え

る。延焼区域は図１に示すような２つの半柮

円に囲まれる区域とし，これをもとに焼失面

積と火面周長を計算する。

2.3　消防活動

地震火災に対する消防活助は，一般に，地

震発生直後の１次運用と，１次運用で鎮圧で

きなかった火災が拡大した段階の２次運用に

別れる。　１次運用は，多発火災の初期鎮圧を

目的とした署隊運用であり，２次運用は，延

焼火災の抑制阻止や避難の安全確保を目的と

した広域部隊運用となる。ここで述べるシス

テムは，1次運用だけを考慮して，現有の消

防力でどの程度対処できるかを検討するため

のものである。

（1） 火災の覚知

前に述べたように，仮に多数の火災が同

時に発生したとしても，消防機関がこれら

の火災を同時に覚知することはあり得ない

であろう。しかし，ここでも出火のモデル

化と同じ理由で，消防機関は火災発生の一

図１　延焼のモデル化

定時間後にすべての火災を同時に覚知する

と仮定する。

（2） 出動形態の決定

ある消防署管内に発生した複数の火災に

対して，一つの消防署といくつかの分署ま

たは出張所から消防隊（消防車）を出動さ

せる。そのときの出動形態（どの屠所から

どの火災に何台出動させるか）を決定する

必要がある。ここでは，１次運用時の消防

活動の目的を考えて，鎮圧火災数と一定時

問後の焼失面積を目的関数とした最適化モ

デルにより出動形態を決定した。すなわち，

第１条件として鎮圧火災数を最大にし，こ

れが同じ場合には焼失面積が酘小になるよ

うな出動形態を選ぶ。このモデルにより，

ある出火パターン（同時多発火災）に対し，

延焼速度，走行距離，水利条件を考慮した

最適な出動形態が決まる（注1）。

（3） 消防車の走行

地震時に消防車が走行可能と考えられる

一定幅員以上の道路をもとに消防車走行路

ネットワークを作成する。消防車は，この

ネットワークの最短経路を通って，消防署

所から火災（出火地区）まで走行する。地

震時には様々な走行障害が生ずる恐れがあ

るが,それを考慮した走行速度を道路（ネッ

トワークのリンク）ごとに設定することが

望ましい。

（4） 水利部署

消防車は，出火点から最大ホース延長距

離を半径とする円内の水利に部署して消火

活動を行うことができる（図２）。したがっ

て，各地区について，この円内に平均して

いくつの水利が含まれるかでそれぞれの地

区で活動できる消防車台数の上限が決ま
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図２　使用可能な水利
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ｎ件の同時多発火災を地区の出火危険度に

対応させて確率的に発生させる。

同時多発火災に対する出助形態を決定し、

消防活動のシミュレーションを行い、消防

活動の効果を算定する．

消防活動効果の算定苗果を記録する．

ｎ件の火災について

・出火場所（地区）

・消防力を運用しないときの焼失面積

・消防力を運用したときの焼失面積

・鎮圧可否

Ｎ Ｏ

の発生柊

算定結果の集計、出力

○火災の発生、鎮圧状況

○地区別集計

・出火回数、鎮圧回数、鎮圧串

・平均焼失面積

・その他

ＥＮ Ｄ

図３　システムの概要フロー

る。

水利については，地震の想定や地盤の強

弱などによって，消火栓は使用不能，ある

いは何� 以下の配管に取り付けられた消火

栓は使用不能といった条件をつける。貯水

型の水利では，１つの水利に部署できる消

防車台数,は，貯水量をもとに決める。

（5） ホース延長

ホース延長時間ｔは，地区の水利密度か

ら平均延長本数ｎを求め，実際のデータに

基づ く直線回帰式t ＝ａｎ十ｂにより計算

する。

2.4　消防活動効果

ある時刻に何台かの消防車が放水を始めた

とする。筒先で包囲できる火面長が火災の火

面周長を上回ったとき，その火災は鎮圧可能

とする。鎮圧できない場合，放水効果をどの

ように反映するかが問題になる。ここでは，

単純に包囲率にしたがって延焼速度を下げる

ことにした。火災の火面周長の60％しか包囲

できない場合には，いままでの40 ％の速度で

続けて延焼していく。

放水効果のモデルについては，今後の火災

実験等の研究成果を待って，より現実的なも

のにしていきたい。

3｡ システムの概要

以上の考え方に基づいてプログラミングを

行い，地震時の消防力を評価するためのシス

テムを作成した。その概要を図３に示す。

4. システムの出力結果

このシステムを実際の地域に適用して，

ケーススタディを行ったときの出力例を以下

に示す(注2)。対象地域には３つの消防署があ
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表１　火災の発生，鎮圧状況

風

速

消防車台数

１０００回の合計 1回の平均

火災発生

件　　 数

鎮 圧可能

件　　 数

（ 鎖圧率 ）

鎮圧不可

能 件 数

火災発生

件　　 数

鎮圧可能

件　　 数

鎮圧不可

能 件 数

１４台 １１４０9牛 ３８９３件（３４４） ７５１6件 1 1.4件 3.9 件 7.5 件

１０
７５１８ ４３７２ 7.5 3.1 4.4

８
1　

5073 １９４７
（３９） ３１２６ 5.1 1.9 3.1

合計
３２
1

24000 8986
（37 ）

１５０１４ 24.0 9.0 15.0

１４台
1

11409 2363
（21 ）

９０４６ 11.4 2.4 9.0

１０ ７５１８ ５６２４ 7.5 1.9 5.6

８
1　

5073 １０８６
（２１） ３９８７ 5.1 1,1 4.0

合計
３２
1

24000 ５３４３
（２２） １８６５７ 24.0 5.3 18.7

表２　算定結果の地区別集計

）

( 分)

1
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り，ある地震を想定したときに，地域　 火災鎮圧率

全体で24件の出火が予想されている。

この地域で，24件の同時多発火災を

1,000 通 り 発生 させた場 合の火災 の発

生 と鎮圧状況 は表 １のようになっ た。

１回の平均 をみると, 鎮 圧可能件数は，

風 速5 m/ ｓで ９件，風 速10m/ ｓで ５件

となった。この地域 は，現有の消防力

で はか なりきびしい ようである。

この システ ムでは，計算結果を表２

の ように地区別に整理して，地区の評

価 も併せて行うことがで きる。さらに

地区の評価結米を図 ４のような色分け

地 図 として 出 力す るこ と も可能 であ

る。

（注１） 問題の複雑さや計算時問の制約

等により，このモデルでは厳密な最適

解（出動形態）は得られない。

（注２） 実際の地域における消防力評価

を目的としたものではなく，システム

のテスト運川的なものである。

参考文献　消防研究所「地震時における

消防力運用の最適化に閠する

研究開発報告書」昭和61年 ３

月

-
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図４　地区別集計結果の図形出力
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